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Ⅰ 支援制度の概要
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本県における２つの相談・支援体制

かながわ犯罪被害者サポートステーション
（以下「サポートステーション」）

かながわ性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援
センター（以下「かならいん」）

運営
主体

県、県警察、神奈川被害者支援センター
の３者で一体的に運営 県

支援
対象

警察に被害を申告した以下の罪種の被害者
・身体犯（殺人、傷害（全治１か月以上））
・不同意性交等罪、不同意わいせつ罪等
・交通事故（死亡又は全治３か月以上）

警察に未届の不同意性交等罪、不同意わいせつ罪
相当の被害を受けた方
（警察への相談を躊躇している方等）
AV出演被害者

支援
内容

・医療支援（県警察制度を利用）
・法律相談
・カウンセリング
・付添支援
・住居支援

・医療支援
・法律相談
・カウンセリング
・付添支援
・面接相談

相互連携
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■平成21年６月開設
■本県における犯罪被害者等支援の中核となる支援体制
■県・県警察・民間支援団体の三者が、初期的な対応から中長期的な支援
まで一体的に行う

サポートステーションの概要

  かながわ犯罪被害者
  サポートステーション

県
くらし安全防災局
くらし安全交通課

県警察
警察本部警務課
被害者支援室

民間支援団体
公益社団法人神奈川
被害者支援センター

公安委員会指定
早期援助団体
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サポートステーションの支援の流れ

サポートステーション相談電話
（犯罪の種類は問いません）
月～土 ９～17時
（祝日・年末年始を除く）
＊別にメール相談あり

警察経由

支援要請の
とりまとめ・
初期的支援

支援の実施
R7支援計 1,036件

ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ 法律相談 付添支援

一時的な住居提供
①ホテル避難②県営住宅への一時入居

③民間賃貸住宅情報提供

県

県警 民間

犯
罪
被
害
者
等

調整・支援の決定
（支援調整会議）

殺人、性犯罪等の身体犯、
重大な交通事故等

市町村

保健・福祉

弁護士会

法テラス

その他

関係機関との連携

※別途、警察による早期危機介入支援あり

傾聴・助言
情報提供
他機関紹介

R７相談計
1,724件

被害者が20歳未満の場合
県警察少年育成課で実施

(県→民間支援団体へ委託)
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■平成29年８月開設
■警察に未届の性犯罪・性暴力の被害者に対する支援体制
■県が、24時間365日ワンストップで必要な支援を提供

かならいんの概要
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かならいんの支援の流れ

相談受付
支
援
必
要
性
の
判
断

支援の実施

R７支援計574回

警
察
相
談
の
勧
め

面接相談
医療機関の受診
ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ
法律相談
付添支援

24時間
365日

核となる産婦人科医療
① 緊急医療 緊急避妊ピル

処方（72ｈ）

② 継続医療 性感染症検査

心情に配慮して
からだのケアを最優先
協力医療機関６３か所

（産科婦人科医会との協定）

③ 証拠採取
等

R4.10開始(1か所)
平日･日中実施
R8.2から４か所

Ｒ７相談計
2,957件

LINE相談
毎週火・木・金・日
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■概要：国の定める犯罪被害者週間(11.25～12.1)に合わせて、県民に対する犯罪被害

者等への理解促進及び被害者支援の機運醸成のため開催

※令和８年度からは犯罪被害者月間中（11.1～12.1）に開催

犯罪被害者等への理解促進の取組①

「犯罪被害者等支援キャンペーン」開催

昨年度の様子
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犯罪被害者等への理解促進の取組②

■概要：県民等に対して、被害者等の置かれた状況や痛み・苦しみ、支援の必要性につ

いての理解を促進させるため、様々な機関と連携して講座を開催

■講座：①学校、団体等と協働した理解促進講座（教育委員会、高等学校等主催）

②市町村と協働した理解促進講座（県内市町村主催）

③県職員等に向けた普及啓発（県主催、トラウマインフォームドケア研修等）

犯罪被害者等理解促進講座

昨年度の様子
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犯罪被害者等を支える人材育成

■概要：県等が行うイベントに参加し、普及啓発活動に従事する「普及啓発ボランティ

ア」、被害者等が、警察庁、裁判所等に行く際の付き添い等に従事する「直接

支援ボランティア」を養成するための講座を開催

ボランティア養成講座の開催・ボランティアの登録

昨年度の様子
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Ⅱ 令和６年度以降の新たな取組
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計画策定に伴う新たな取組①

新たな取組 概 要

犯罪被害者等見舞金
（令和６年４月～）

犯罪被害者等の経済的負担を軽減するため、殺人など故意の犯罪行為により、
不慮の死を遂げた被害者の遺族及び重傷病を負った被害者、並びに自宅等での
犯罪被害により転居を余儀なくされた被害者等、深刻な犯罪被害を受けた方を
対象とした見舞金制度を創設

市町村の取組支援

①市町村犯罪被害
者等日常生活支援
事業補助金
（令和６年４月～）

日常生活を送ることが困難になった犯罪被害者等を支援するために、住民に身
近な市町村が実施する家事や育児などの日常生活支援に対する補助制度を創
設

②市町村支援専門
コーディネーター配置
（令和６年４月～）

県に、市町村からの相談に対応し、助言や調整を行うコーディネーターを新たに
配置し、市町村による犯罪被害者等支援の取組への支援体制を強化

「第４期 神奈川県犯罪被害者等支援推進計画」策定（R６.３）
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新たな取組 概 要

「かながわ性被害相談ＬＩＮＥ」開設
（かならいん）
（令和６年７月～）

弱い立場に置かれた子ども・若者が、性犯罪・性暴力被害にあう事案が後を絶たないこと
から、子ども・若者など、より幅広い層からの相談を受け入れやすくするため、「かながわ性
被害相談ＬＩＮＥ」を開設

子どもの性被害に対する医療支援
（かならいん）
（令和８年４月～）

県立こども医療センターと連携し、子どもの性被害の医療支援を充実させるため、系
統的全身診察を含めた医療支援を実施

「トラウマインフォームドケア研修会」
開催
（令和７年度～）

神奈川県内市町村などの犯罪被害者等支援に関わる人を対象に、犯罪被害者やその家
族・遺族及びこれらの方を支援する支援者が感じるトラウマについて理解を深めるため開
催

「第４期 神奈川県犯罪被害者等支援推進計画」策定（R６.３）

計画策定に伴う新たな取組②
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■対象：令和６年４月１日以降に日本国内で行われた人の生命、又は身体を害する罪に

当たる行為
※正当行為、正当防衛及び過失による行為は除く

※「過失」がつく罪種は対象外（過失運転致死傷、重過失致死等）

■期限：犯罪被害を知った日から2年以内かつ犯罪被害が発生した日から7年以内

種類 対象者 給付額

遺族見舞金 犯罪行為により死亡した方の県内在住のご遺族 70万円

重傷病見舞金

犯罪行為による負傷又は疾病の療養の期間が1か月以上かつ通算3日以上の入
院を要する（疾病が精神疾患である場合にあっては、療養の期間が1か月以上かつ
通算3日以上労務に服する（通学する）ことができない）と医師に診断された県内在
住の犯罪被害者

40万円

転居見舞金
自宅等での犯罪行為による被害により、転居を余儀なくされた県内在住の犯罪被
害者等

20万円

犯罪被害者等見舞金制度
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■概要：日常生活を送ることが困難になった犯罪被害者等を支援するために、住民に身近な市町村が実

施する家事や育児などの日常生活支援に対する補助制度を創設

■設置：令和６年４月

■補助：上限額10万／事案、補助率１ ／ ３

市町村の取組支援

①市町村犯罪被害者等日常生活支援補助金

②市町村支援専門コーディネーターの配置

■概要：市町村への助言や調整等を行うコーディネーターを設置

■設置：令和６年４月

■役割：・市町村の総合的対応窓口の機能強化や条例制定に向けた支援

・市町村職員を対象とした研修の実施

・「市町村職員向け犯罪被害者等支援ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ」改訂（令和８年２月）
被害者等支援へ適切に対応できるようなポイントや関係機関の支援や連絡先をまとめた内容

・「市町村における犯罪被害者等支援条例制定に向けたガイドライン」作成（令和６年８月）

市町村に対して、特化条例の制定手法や支援メニューの検討する際にガイドライン
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かながわ性被害相談ＬＩＮＥの開設（かならいん）
■概要：弱い立場に置かれた子ども・若者が性犯罪被害にあう事案が後を絶たないため

「かながわ性被害相談LINE」を開設

■設置：令和６年７月

■対象：性犯罪・性暴力の被害者等（年齢・性別不問、保護者等も含む）

■相談：週４回（火、木、金、日）、16時～21時（５時間）
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子どもの性被害に対する医療支援（かならいん）
■概要：かならいんの子どもの性被害の医療支援を充実させるため、「県立こども医療

センター」と連携し、系統的全身診察※を含めた医療支援を実施
※系統的全身診察：性被害等を受けたと疑われる子どもに対し、専門性を有した医師が、性器など直

接傷つけられているおそれのある部位だけではなく、頭からつま先までの全身を、

子どもに丁寧に問診しながら診察する方法

■開始：令和８年度

「性被害を受けたこどもたちへ」社会技術研究開発センター（県立こども医療センター監修）より 17



犯罪被害者等への理解促進の取組

■概要：犯罪被害者等支援に関わる関係者（県、県警察、（公社）神奈川被害者支援セ

ンター、横浜地方検察庁、県弁護士会、県内市町村等）を対象に、トラウマに

ついて理解を深めるため開催

※令和８年度から広く県民も募集

■開始：令和７年度

「トラウマインフォームドケア研修会」開催

昨年度の様子
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条例の一部改正

改正
趣旨

教育活動現場における犯罪被害者等への支援を明確にするため、児童等に対する配慮に係る規定を定めるなど、
所要の改正を行った。 

主な
改正

①児童等及び学校設置者等の定義規定の新設
（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
（略）

(8) 児童等 次に掲げる者をいう。 
ア 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第１条に規定する学校（大学を除く。）及び同法第 124 条に規定する専修
学校（次号において「学校」という。）に在籍する幼児、児童又は生徒 

イ 18歳未満の者（アに該当する者を除く。） 
(9) 学校設置者等 学校、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第７条第１項に規定する児童福祉施設その他これらに類
する施設を設置する者及び同法第６条の３第２項に規定する放課後児童健全育成事業その他の児童等に対して教育、保
育、技芸又は知識の教授等を行う事業を行う者をいう。

②児童等に対する犯罪被害者等支援の明確化
（児童等に対する配慮）
第16条 県は、学校設置者等と連携し、犯罪被害者等である児童等が安心して教育を受け、日常生活を送ることができるようにする
ために、当該児童等の年齢、発達の程度及び置かれている状況に応じた十分な配慮が行われるよう、必要な施策を講ずるものとする。
（県民の理解の増進）
第19条 （略）
２ 県は、学校設置者等と連携し、児童等が犯罪被害者等の置かれている状況、犯罪被害者等支援の必要性及び二次被害の防止の重
要性についてその年齢及び発達の程度に応じ理解を深めるための教育、活動等が行われるよう、必要な施策を講ずるものとする。

「神奈川県犯罪被害者等支援条例」一部改正（R7.10）
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■「教育活動現場における被害児童生徒等対応支援ハンドブック」作成
性暴力に限らず、いじめ・非行等も含め幅広い内容を掲載

県内全ての小学校、中学校、高等学校等へ配付

■性暴力被害に関する子ども向け

 普及啓発リーフレット作成
県内の小学４～６年生の全児童へ配付

※ 令和８年度は小学４年生に配付

■教員向け研修の実施

国公立・私立問わず、教職員を対象とした学校における犯罪被害者等対応に係る研修を実施

条例改正に伴う新たな取組
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Ⅲ 取組の実施状況
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相談件数実績（サポートステーション）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

相談件数 955 866 1,291 1,611 1,724
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支援件数実績（サポートステーション）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

法律相談 126 108 162 170 218
カウンセリング 43 98 158 280 215
付添い 303 308 456 671 597
住居提供等 9 10 1 2 6
計 481 524 777 1,123 1,036

9 10 1 2 6 
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罪種別支援割合（サポートステーション）

約
７
割
が
性
犯
罪
被
害
者
の
支
援

強盗
21件（2.0%)

その他
145件（14.0%)

交通事案
84件（8.1%)

殺人
67件（6.5%)

不同意性交
339件（32.7%)

不同意わいせつ
380件（36.7%)

被害の罪種別の支援割合（令和７年度）
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電話相談件数実績（かならいん）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

相談件数 2,183 2,322 2,571 2,153 2,556

2,183 2,322 
2,571 

2,153 
2,556 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000
相談件数の推移（過去５年）

25



電話相談年代別割合（かならいん）

被害者の年代（令和７年度）

10.5%

32.9%

32.1%

9.1%

11.9%

2.6% 0.9%

～10歳

10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳～

10代・20代の被害者が最も多い
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支援件数実績（かならいん）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

医療支援 27 18 23 33 60
法律相談 11 28 28 61 55
カウンセリング 9 17 24 42 76
付添い 44 62 65 126 191
面接相談 45 63 65 126 192
計 136 188 205 388 574
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ＬＩＮＥ相談年代別割合（かならいん）

被害者の年代（令和７年度）

10代・20代の被害者が最も多い
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犯罪被害者等見舞金（実績）

令和６年度 令和７年度

遺族見舞金（70万円） 9 5
重症病見舞金（40万円） 33 57
転居見舞金（20万円） 18 33
計（件） 60 95
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市町村犯罪被害者等日常生活支援補助金（実績）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

申請市町村（団体数） 9 18 25
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Ⅳ 今後の検討委員会スケジュール
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Kanagawa Prefectural Government

令和８年度検討委員会スケジュール
時 期

内 容 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

支援実施状況に対する県民意見募集
市町村関係機関あて意見照会

第１回検討委員会（ハイブリッド）
・実施状況報告
・県民意見募集等の結果

中間検証結果報告書（案）作成

第２回検討委員会（書面）
・報告書（案）について

中間検証結果報告書（案）
・座長と最終調整

中間検証結果報告書（公開）

６/15～
７/14

9/3

９月～
11月中旬

11月中旬～
12月中旬

12月中旬～
２月中旬

２月下旬
～

32
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